
農商工連携促進事業補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、薩摩川内市補助金等交付規則（平成１６年薩摩川内市規則

第６７号。以下「規則」という。）第４条の規定に基づき、及び薩摩川内市補 

助金等基本条例（平成１８年薩摩川内市条例第４０号。以下「条例」という。） 

を実施するため、薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱（平成１９年薩

摩川内市告示第１００号）第２条の表に掲げる農商工連携促進事業補助金（以

下「補助金」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

 ⑴  農林漁業者 次のいずれかに該当する者をいう。 

 ア  市内に住所を有し、かつ、現に市内で農業、林業又は漁業を営む個人 

（第７条第１項の規定による農商工連携実施計画の提出日の属する年の前

年における農業、林業又は漁業に係る収入（その者が農業、林業又は漁業

に必要な作業に従事することによって得られた収入を含む。）の額がおお

むね５０万円以上である者に限る。） 

 イ  北さつま農業協同組合、北薩森林組合又は川内市漁業協同組合、甑島漁

業協同組合若しくは川内市内水面漁業協同組合 

 ウ  イに掲げる者以外の団体であって、次のいずれかに該当するもの 

(ア) その代表者がア又は (イ)に掲げる者に該当する者であり、かつ、その構

成員のうちにア、イ又は (イ)に掲げる者に該当する者（以下この号におい

て「市民等」という。）の占める割合が２分の１を超える団体（法人以

外の団体に限る。） 

(イ) 市内に主たる事業所を有する農地所有適格法人又は農事組合法人 

(ウ) (イ)に掲げる者以外の法人であって、次のいずれかに該当するもの 

   ａ  その構成員又は出資者のうちに市民等の占める割合又は市民等の出

資比率が２分の１を超える法人 

   ｂ  市内に主たる事業所を有する法人であって、現に市内で農業、林業

又は漁業を営み、かつ、イに掲げる者の正組合員であるもの 

    ｃ  市内にその事業所を有する法人であって、当該事業所の主たる業務

が農業、林業又は漁業であり、かつ、当該事業所において現に３名以

上の者（市内に住所を有し、かつ、雇用保険の被保険者である者に限

る。）を雇用しているもの 

⑵ 商工業者等 市内にその事業所を有する事業者（個人及び法人に限り、農

林漁業者を除く。）をいう。 

⑶ 農商工連携 農林漁業者と商工業者等とが連携して実施する事業活動であ

って、当該商工業者等が当該農林漁業者からその生産に係る農林水産物（当



該農林漁業者が団体である場合にあっては、その構成員又は出資者の生産に

係る農林水産物を含む。以下「生産物」という。）又はその一次加工品を調 

達して新商品の製造、加工若しくは販売又は新役務の提供を行うものをいう。 

ただし、当該商工業者等による当該農林漁業者からの当該生産物又はその一 

次加工品の調達（第７条及び第１１条において「生産物等の調達」という。）

が、おおむね３年以上の期間継続して行われることが見込まれるものに限る。 

（補助事業者等の要件） 

第３条 補助事業者等は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。 

 ⑴  次に掲げる要件を満たす農林漁業者 

  ア  第７条第１項の規定による農商工連携実施計画の承認を受けた者である

こと。 

  イ  地区コミュニティ協議会又はその下部組織である団体でない者であるこ

と。 

ウ 市税の滞納がないこと（法人以外の団体にあっては、その構成員の全て

が市税を滞納していないこと。）。 

⑵ 次に掲げる要件を満たす商工業者等 

ア 第７条第１項の規定による農商工連携実施計画の承認を受けた者である

こと。 

イ 市税の滞納がないこと。 

（補助事業等の要件） 

第４条 補助事業等は、次の各号に掲げる要件を満たすものでなければならない。 

⑴ 第７条第１項の承認を受けた農商工連携実施計画（以下この条、次条、第

８条及び第１１条において「承認計画」という。）に基づいて実施される事

業（承認計画において当該農林漁業者の生産物の一次加工について当該農林

漁業者以外の者（当該商工業者等を除く。）に委託する旨が記載されている

場合における当該委託を含む。）であること。 

⑵ 補助金以外の交付金等（国、県、市その他の公的機関が交付する交付金、

助成金その他相当の反対給付を受けない給付金をいう。）の交付を受けてい

ない事業であること。 

⑶ 関係法令の規定に違反していない事業であること。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費は、前条各号に掲げる要件を満たす補助

事業等の実施に要する経費のうち、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める経費とする。 

⑴ 補助事業者等が第３条第１号に掲げる者に該当する場合 加工委託料（当

該承認計画において当該農林漁業者の生産物の一次加工について当該農林漁

業者以外の者（当該商工業者等を除く。）に委託する旨が記載されている場

合における当該委託に係る委託料をいう。）その他の当該農林漁業者の生産

物の一次加工に要する経費 



⑵ 補助事業者等が第３条第２号に掲げる者に該当する場合 次に掲げる経費 

 ア  当該承認計画に係る新商品又は新役務の販路の開拓に要する経費であっ

て次に掲げるもの 

  (ア) 展示会、商談会等（以下この号において「展示会等」という。）への

参加に係る旅費その他の展示会等への参加に要する経費（新商品又は新

役務の販路の開拓のために展示会等へ参加する場合に限る。） 

  (イ) ビラ作成費、ホームページ開設費その他の新商品又は新役務の広告又

は宣伝の実施に要する経費 

(ウ) パッケージデザイン製作費その他の新商品の包装の用に供される資材

の製作に要する経費 

 イ  当該承認計画に係る新商品の製造、加工若しくは販売又は新役務の提供

の用に供する機械等（機械、装置又は器具（車両を除く。）をいう。）の

購入に要する経費 

 ウ  当該農林漁業者からの当該承認計画に係る生産物又はその一次加工品の

調達に要する経費（当該生産物又はその一次加工品を当該承認計画に係る

新商品の製造、加工若しくは販売又は新役務の提供のために原料又は材料

として購入する場合における当該購入に要する経費に限る。） 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める金額と

する。 

 ⑴  補助事業者等が第３条第１号に掲げる者に該当する場合 前条第１号に定

める経費の額に２分の１を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた額）。ただし、１００万円を限度とす

る。 

⑵ 補助事業者等が第３条第２号に掲げる者に該当する場合 前条第２号に定

める経費の合計額に２分の１を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の

端数があるときは、その端数を切り捨てた額）。ただし、３００万円を限度

とする。 

（農商工連携実施計画の提出等） 

第７条 農林漁業者及び商工業者等は、補助金の交付を受けて農商工連携を実施

しようとするときは、規則第５条の交付の申請に先立ち、共同して、農商工連

携実施計画（別記様式）を作成し、これを市長に提出して、その承認を受けな

ければならない。 

２ 前項の農商工連携実施計画には、次の各号に掲げる書類を添付しなければな

らない。 

 ⑴  契約書その他の書類であって、生産物等の調達をおおむね３年以上の期間

継続して行う旨を約していることを証するもの又はその写し 

⑵ 当該農林漁業者が法人以外の団体である場合における当該農林漁業者の全

ての構成員の氏名及び住所を記載した書類 



⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の交付の申請） 

第８条 規則第５条の市長が別に指定する日は、当該申請に係る承認計画につい 

ての前条第１項の規定による承認の日から起算して１箇月を経過する日とする。 

２ 規則第５条第３号の市長が必要と認める書類は、次に掲げるものとする。 

⑴ 当該申請に係る承認計画の写し 

⑵ 市税の滞納がないことを証明する書類（法人以外の団体にあっては、その

構成員の全てについて市税の滞納がないことを証明する書類） 

 ⑶  前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の交付の決定） 

第９条 規則第６条の規定による交付の決定は、次の各号のいずれかに該当する

場合には、これを行わない。 

⑴ 交付申請書を提出した者（以下この条において「申請者」という。）が第

３条各号のいずれにも該当しない場合 

⑵ 補助事業等が第４条各号に掲げる要件を満たさない場合 

 ⑶  前２号に掲げる場合のほか、申請者に補助金を交付することが適当でない

と認められる場合 

（実績報告） 

第１０条 規則第１５条第３号の市長が必要と認める書類は、次に掲げるものと

する。 

 ⑴  補助事業等の効果について当該補助事業者等が自ら行った評価に関する書

類 

 ⑵  補助事業等に係る領収書又は請求書の写し 

 ⑶  前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（商工業者等に対する指示） 

第１１条 市長は、補助金の交付の決定を受けた商工業者等が正当な理由なく当

該補助金の交付の決定に係る承認計画に沿って生産物等の調達を行っていない

と認めるときは、当該補助金の交付の決定を受けた商工業者等に対し、当該補

助金の交付の決定に係る承認計画に沿って生産物等の調達を行い、又は適当な

措置を講ずることを指示することができる。 

（効果の測定） 

第１２条 条例第４条第２項第１号の効果は、補助金に係る補助事業者等の数に

よって測定するものとする。 

（補助事業者等の責務） 

第１３条 補助金の交付を受けた補助事業者等は、本市の産業政策の円滑な実施

に積極的に協力するよう努めるものとする。 

（その他） 

第１４条 この要領に定めるもののほか、補助金に関し必要な事項は、農林水産

部長が別に定める。 



附 則 

１ この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 補助金に係る条例第４条第１項の規定による見直しについては、平成３３年

度において検討を行い、その結果に基づいて、平成３４年度において所要の措

置を講ずるものとする。 

 

 


